
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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類似団体平均

加美町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数　   ：町の基幹産業が農林業で、立地条件からも企業立地が見込めないため財政基盤が弱く、この
　　　　　　　　　　　傾向は継続していく見込みである。 今後は企業立地も含め、自主財源の増加を図る施策を展
　　　　　　　　　　　開していく。
経常収支比率　  ：比率としては、ほぼ類似団体の比率と同じであるが、近年の高齢化進行に伴い福祉関係経
　　　　　　　　　　　　費が大幅に増加しているため、比率は年々悪化している。今後は行財政改革の推進により
　　　　　　　　　　　　義務的経費の削減に努め、現在の水準をさらに下げていく。
起債制限比率　  ：中学校の新築等各種大型事業を近年実施したため、類似団体の平均を若干上回っている
                          が、現在がピークを迎えているため今後は低下傾向となる。さらに今後は大型事業を抑制
                          し、交付税算入のある起債を中心に借入を行うことにより、類似団体まで低下させる予定で
                          ある。
人口１人当たり　 ：類似団体平均とほぼ同水準であり、今後も計画的な借入を行い、この水準を保っていく。
地方債現在高
ラスパイレス指数 ：人件費については、類団より若干高いものの全国平均よりは下回っており、今後も適正な給
                         与の見直しを図り類似団体の水準に近づけていく。
人口1000人当た ：全国平均や類似団体の数値より大幅に上回っている。要因としてはテレビ局（ＣＡＴＶ）、町立
り職員数　　　　　  の保育所、町立の診療所、杉原紙研究所など類似団体にはない施設を有し、職員を配置して
                           いることが考えられる。今後は指定管理者制度の導入や、定員の適正な見直しを図ることに
　　　　　　　　　　　　より職員数の減を図っていく。


